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１． 事業者名及び代表者名

株式会社　エヌエー
代表取締役社長　　内山　照章

２． 所在地

名　称 延床面積 備　考

本社・工場 1,328㎡ 今回の認証対象

佐久間工場 259㎡ 今回の認証対象

資材成形工場 187㎡ 今回の認証対象

東京出張所 40㎡ 今回の認証対象

３． 環境管理責任者、事務担当者の氏名及び連絡先

環境管理責任者　　　大城　泰 TEL      　053-587-0085

事務担当者　　　　　　鈴木 貴仁　 E-mail     hinsyou1@na-web.co.jp
　　  平野 真弘               m-hirano@na-web.co.jp

４． 事業の概要

センサ・スイッチの開発・製造・販売

５． 事業規模
２０２３年４月１日現在

項　目

売上高 全社　　１１億８４３万円（２０２２年４月～２０２３年３月）

全社　６６名

(内訳：　本社・工場　５７名、佐久間工場　５名、資材成形工場　２名、東京出張所　２名）

６． 事業年度 　毎年　４月１日～翌年３月３１日

７． 対象範囲

全活動：センサ・スイッチの開発・製造・販売

Ⅰ　組織の概要

内　　　　　容

従業員数

　静岡県浜松市浜北区新原３８４６－３

　静岡県浜松市天竜区佐久間町相月１１５５

　埼玉県川越市六軒町２－３－１

所　在　地

　静岡県浜松市天竜区山東３８５７－１

全組織：本社・工場、佐久間工場、資材成形工場、東京出張所
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　当社は、全従業員が地球環境保護活動を認識し、保護活動を推進すること及び汚染源を管理し、

資源を効果的に使用することにより、汚染の予防に努めます。

　当社全従業員が、次の重要課題について、継続的改善の取組みを推進することを約束します。

１） 環境法規の遵守

環境に関する法規制、地域条例等の法的要求事項と、当社が同意するその他の要求事項を明確にし、遵守します。

２） 資源の循環

　廃棄物を分別し、再利用可能なものや有価物を分別処分することで、廃棄物の排出量を抑制します。

３） エネルギー（電気、ガス）使用の抑制によるCO₂削減

　天然資源を効果的に使用するような取り組みを実施します。

４） 地域とのコミュニケーション

　地域あっての企業、であることを尊重し、適切な配慮を心がけ、近隣の皆様とのコミュニケーションを積極的に実施します。

５） 製品対策

　取引先、お客様と協調し、有害な物質の使用を抑制し、製品や製造プロセスに反映させる活動の取組みを推進します。

新規製品： 有機溶剤、共晶はんだの使用禁止

既存製品： ① 有機溶剤の使用廃止

　　　　　　 　② 共晶はんだの使用廃止に向けた抑制と集約

６） 事故や緊急事態の予防

　関係当局とのコミュニケーションや防災訓練を定期的に実施し、火災や事故の予防活動を積極的に推進します。

２０１９年８月１日（制定年月日）

Ⅱ　環境経営方針

株式会社　エヌエー

代表取締役社長　内山　 照章　　

「全従業員で環境経営の推進」

２



　　（本社・工場、佐久間工場、資材成形工場、東京出張所）

＜関係者の権限と役割＞

トップマネジメント
① 環境経営全般に関する責任と権限
② 環境管理責任者の任命
③ 環境経営に必要な資源の準備
④ 環境経営システム全体の評価と見直し

環境管理責任者
① 環境経営システム全般の運用・管理
② 環境経営目標及び環境経営計画の作成
③ 取組状況の社長への報告
④ 環境経営レポートの作成

ＥＡ２１事務局
① 環境負荷データ等の集計
② 環境経営目標・環境経営計画の進行管理
③ 「環境負荷」及び「環境への取組」の自己チェックの実施
④ 環境管理責任者へ取組状況の報告
⑤ 環境関連法規等の遵守状況チェック
⑥ 文書・記録の管理

各部門長及び責任者
① 部門の環境経営計画の実施
② 部門データの集計
③ 部門の問題点把握と是正対策の実施
④ 部門取組状況の事務局への報告
⑤ 部門の従業員教育

その他の従業員
① 自分の役割を守りエコアクション21活動を推進する

浅川　卓司
(取締役）

ＥＡ２１事務局

東京出張所

本社・生技

浅川　卓司

Ⅲ　実施体制

品質保証課

対象範囲：全社

トップマネジメント

（取締役）
経営企画室

（取締役）
大城　泰

(代表取締役)
平野　真弘

鈴木　貴仁

営業部
(部長）

百鬼　康夫

植木 伸一

環境管理責任者

（常務取締役）

大城　泰

鈴木　貴仁
2023年4月1日

技術部 製造部
（次長）(取締役）

平野 真弘

作成日
作成者

内山 照章

佐久間工場

小池　健晴中嶋　文彦
(課長）

鈴木　啓文
(次長）

管理・資材・業務

金島　舜司

(課長）

鈴木 貴仁

山田　修嘉

（取締役）
浅川 卓司

資材成形工場

３



１．運用期間（2022年4月〜2023年3月）の環境経営目標及び実績・評価

基準期間

2018年4月
〜

2019年3月

基準値 目標値 実績値

102,826 120,000 123,855

175,481 232,000 218,213

6,310 3,500 3,138

1,891 1,821 1,567

134 適正な管理・使用 101

産業廃棄物 16 15.4 13.3

特別管理 218 適正な管理・使用 0

一般廃棄物 ― 2,037 2,088

461 適正な管理・使用 550

668 適正な管理・使用 605

100% 100％ 100％

― 1社減 残3社

―
100％

完全廃止
100％

＜備考＞　削減比率は、目標値に対する削減量の割合である。　　評価判定：○（良くできた）　　△（まあまあできた）　　×（できなかった）　　―（年度末で評価）

＜評　価＞

原因

是正

原因

是正

＜次年度の環境経営目標＞ 変更有り（二酸化炭素排出量 前年比1%削減）

基準年度

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

2022年4月
〜

2023年3月

2023年4月
〜

2024年3月

2024年4月
〜

2025年3月

2025年4月
〜

2026年3月

2026年4月
〜

2027年3月

120,000 119,160 117,960 116,760 115,560

電力 232,000 230,376 228,056 225,736 223,416

ガソリン 3,500 3,476 3,441 3,406 3,371

軽油 1,821 1,808 1,790 1,772 1,754

プロパンガス 適正な管理・使用

産業廃棄物 15 15.3 15.1 15.0 14.8

特別管理 適正な管理・使用

一般廃棄物 2,037 2,023 2,002 1,982 1,962

適正な管理・使用

適正な管理・使用

100% 100% 100％ 100％ 100％

2/6社廃止 1社減 ― ― 2社減（100％）

3/4品目廃止 100% 100％ 100％ 100％

＜備考＞

１．「購入電力」の二酸化炭素排出係数は、鈴与商事（2022年度）調整後排出係数の「0.527㎏-CO2/kWh」、

東京電力（2017年度）調整後排出係数の「0.474㎏-CO2/kWh」を使用した。

２．「化学物質使用量」の数値目標の設定は困難なことから、定性的な目標とする。

３．「環境に配慮した製品づくり」は、新規製品は全製品の「RoHS適合」及び「有機溶剤不使用」

既存製品は、「共晶はんだ廃止」及び「有機溶剤不使用」を目標とする。

　　　　　Ⅳ　環境経営目標の実績・評価及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中長期の環境経営目標

項目 単位

運用期間

2022年4月
〜

2023年3月

評価

二酸化炭素排出量 ㎏-CO2 ×

内訳

電力 kWh ○

ガソリン L ○

軽油 L ○

プロパンガス kg ○

廃棄物排出量

t ○

kg ―

kg ×

水使用量 ㎥ ―

化学物質使用量 kg ―

環境に配慮した製品づくり（新規製品の「RoHS適合」
及び「有機溶剤不使用」）

％ ○

環境に配慮した製品づくり（既存製品の共晶はんだ
廃止の継続依頼）

社 ○

環境に配慮した製品づくり（既存製品の有機溶剤廃
止）

品目 ○

CO2
排出量

電力会社見直しに伴いCO2排出係数が変更(2021年度まで中部電力 0.474、2022年度より鈴与商事 0.527)となったため、電力使用量は前年度から減少したが
CO2排出量は増加の数値となった。

2022年度のCO2排出量の実績から目標値の見直しを検討する。

２．中長期の環境経営目標

項目 単位

目標年度

二酸化炭素排出量 ㎏-CO2

内訳

kWh

L

L

kg 適正な管理・使用

廃棄物排出量

t

kg 適正な管理・使用

kg

水使用量 ㎥ 適正な管理・使用

化学物質使用量（PRTR） kg 適正な管理・使用

環境に配慮した製品づくり（新規製品の「RoHS適合」
及び「有機溶剤不使用」）

％

環境に配慮した製品づくり（既存製品の共晶はんだ
廃止の継続依頼）

社

環境に配慮した製品づくり（既存製品の有機溶剤廃
止）

品目

４



 各車両担当者 ○

浅川 -

A -

B ○

Ｃ ○

A 浅川 ○

B 全員 ○

Ｃ 各火元責任者 ○

Ｄ 鶴迫 ○

Ｅ 各部長 ○

Ｆ ○

Ｇ ○

Ｈ 浅川 -

A 全員 ○

A 宮崎 ○

B 平野 ○

A ○

B ○

C ○

A 浅川 ○

B 百鬼 -

＜備考＞

　評価判定：○（良くできた）　　△（まあまあできた）　　×（できなかった）　　―（年度末で評価）

　　　Ⅴ-1　環境経営計画に基づき実施した取組内容・評価

（運用期間：2022年4月～2023年3月）

環境活動項目 担当者
スケジュール

評価
2022年4月～2023年3月

コメント

二酸化炭素
の削減

エコドライブ

自動車購入時は省エネ車に切り替え

空
調

旧型エアコンの買い替え

大城

５S活動の実施 安全衛生
委員長残業・休日出勤削減の啓蒙

熱排出力の向上(環境試験室熱排出ダクト設置検討)

空調フィルターの定期清掃（２回／年）

空調の簡易点検（３ヶ月毎）

工
場
・
事
務
所

デマンドコントロールの継続運用

未使用設備の電源OFF(製造設備・OA機器・他）

コンプレッサーのエア漏れチェック

工程不良削減（本社０．０２％、佐久間０．００２％以下）

職場懇談会による情報収集と対応

水使用量の削減 節水の啓蒙

廃棄物の削減
封筒などの再利用

リサイクル率アップ

化学物質

使用化学物質のＳＤＳ入手 柳島
資材担当
大石
鈴木貴
平野

購入量・使用量の把握

購入・保管・使用・廃棄段階の適正管理方法の検討

環境に配慮した
製品づくり

環境に配慮した製品づくり（新規製品の「RoHS適合」及び
「有機溶剤不使用」）

環境に配慮した製品づくり（既存製品の共晶はんだ廃止の
継続依頼）　　　　4社　日本特殊、ヨシタケ、矢崎、（ナブテス
コ）

格車両担当者にて実施

現在購入予定無し

現在予定無し

6、12月実施

6、9、12、3月実施

運用中

昼休みの照明OFF等実施

点検OK

品質会議/月報告

各部門/月実施

安全衛生委員会にて実施

安全衛生委員会にて実施

期限切れにならない発注単位を心掛け
る

全てOK

変化無し

対応中止(再検討要)

節水啓蒙実施

経企にて活用

廃プラ等の固形燃料化

全て入手

実施

５



 各車両担当者

浅川

A

B

Ｃ

A 浅川

B 全員

Ｃ 各火元責任者

Ｄ 鈴木啓

Ｅ 各部長

Ｆ

Ｇ

Ｈ 浅川

A 全員

A 宮崎

B 平野

A

B

C

A 浅川

B 百鬼

＜備考＞

　評価判定：○（良くできた）　　△（まあまあできた）　　×（できなかった）　　―（年度末で評価）

二酸化炭素
の削減

　　　Ⅴ-2　次年度の取組内容

（運用期間：2023年4月～2024年3月）

環境活動項目 担当者
スケジュール

評価 コメント
次年度の
取組内容2023年4月～2024年3月

エコドライブ

空
調

旧型エアコンの買い替え

大城

職場懇談会による情報収集と対応

自動車購入時は省エネ車に切り替え

空調フィルターの定期清掃（２回／年）

空調の簡易点検（３ヶ月毎）

デマンドコントロールの継続運用

未使用設備の電源OFF(製造設備・OA機器・他）

コンプレッサーのエア漏れチェック

工程不良削減（本社０．０２％、佐久間０．００２％以下）

５S活動の実施 安全衛生
委員長残業・休日出勤削減の啓蒙

節水の啓蒙

柳島
資材担当
大石
鈴木貴
平野

購入量・使用量の把握

購入・保管・使用・廃棄段階の適正管理方法の検討

廃棄物の削減
封筒などの再利用

リサイクル率アップ

環境に配慮した
製品づくり

環境に配慮した製品づくり（新規製品の「RoHS適合」及び
「有機溶剤不使用」）

環境に配慮した製品づくり（既存製品の共晶はんだ廃止の
継続依頼）　　　　3社　日本特殊、矢崎、（ナブテスコ）

熱排出力の向上(環境試験室熱排出ダクト設置検討)

化学物質

使用化学物質のＳＤＳ入手

水使用量の削減

工
場
・
事
務
所

６



2005年 2009年 2010年

2012年 2012年

2014年 2013年 金属　　2019年 固形燃料化

Ⅵ　当社の取組み

節水の啓蒙

ハイブリット車導入開始

本社 LED照明切替開始

シーリングファン設置

金属（有価物）・

固形燃料化（再資源）分別太陽光発電設置

電気使用量デマンド設置

電気使用量削減の
啓蒙

７



近隣側溝掃除
2012年より年2回実施

近隣清掃
2019年11月より実施

回収ゴミ

掃除前 掃除後

コロナウイルス感染予防のため

2022年度は中止とした。

掃除風景

８



１．環境関連法規等の遵守状況

当社に適用される環境関連法規等の遵守状況を確認した結果、違反はありませんでした。
また、関係機関、地域からの苦情や訴訟等もありませんでした。

評価日　2023年3月31日

評価者　環境管理責任者　大城泰

本社 工場 佐久間工場 資材成形工場

・処理委託先との契約書確認
許可の有効期限の確認
処理委託先の実地確認(年1回以上)⇒優良企業は非該当

・電子マニフェストの運用状況の確認
・廃棄物置き場の管理

指定看板の設置
・産業廃棄物管理責任者の設置
・浄化槽の届出

浄化槽の保守点検(法10条) 1回/3ヶ月

浄化槽の保守点検、清掃(法10条) 1回/年
浄化槽の定期検査(指定検査機関、法11条) 1回/年

・簡易定期点検（四半期に１回以上）⇒全ての業務用エアコン
1 室外機の異常振動／異常音の状況
2 室外機及び周辺の油のにじみ
3 室外機のキズの有無、熱交換器の腐食、錆など
4 室内機内の熱交換器の霜付きの有無
5 熱交換器の霜付き、油にじみなど
※ 点検記録の保管は廃棄までとする

・騒音特定施設の設置届
・浜松市騒音の環境基準

第2種区域
朝 50dB以下
昼間 55dB以下 特定施設 特定施設

夕 50dB以下 冷凍機 射出成型機 冷凍機 射出成型機

夜間 45dB以下

・振動特定施設の設置届
・浜松市振動の環境基準

第1種区域の2
昼間 65dB以下 特定施設

夜間 55dB以下 射出成型機

・毒物劇物の適切な保管管理
施錠し鍵の管理を徹底

・リーチ/RoHS適合材料の使用及び適合製品の納入

２．違反、訴訟等の有無
当社に対し関係機関からの指摘、利害関係者からの訴訟は過去３年間ありませんでした。

Ⅶ　環境関連法規などの遵守評価及び違反・訴訟などの有無

環境関連法令項目 遵守すべき概要
サイトへの該非 遵守

評価

法
令
・
義
務

廃棄物処理法
(浜松市条例)

○ ○ ― ○

浄化槽法 ○ ○ ― ○

フロン排出抑制法 ○ ○ ― ○

騒音規制法
(浜松市条例)

○ ○ ○

○

振動規制法

○

―

○

(06:00～08:00)
(08:00～18:00) 特定施設
(18:00～22:00)
(22:00～06:00)

3台

※この一年間、設備の新設・変更・移動は、ありません。
1台 4台

※この一年間、振動に関する苦情はありません。

2台 4台※この一年間、設備の新設・変更・移動は、ありません。
※この一年間、騒音に関する苦情はありません。

1台

そ
の
他

リーチ(REACH)
/RoHS規制

○ ― ―

○(08:00～20:00) 特定施設
(20:00～08:00) 射出成型機

○当社は、新材料(製品及び製品を構成する部品、副資材、原材
料、その他関連部品)を使用する場合、必ず「リーチ(REACH)及び
RoHS規制の10物質」が非含有であることを確認する。

毒物及び劇物取締法 ○ ○ ― ○

９



　二酸化炭素排出量の増加については、本社・佐久間工場・資材成形の電力供給先を
本年度より中部電力から鈴与商事へ変更しており、それに伴って排出係数も変わってい
る(0.474→0.527)ことから本社電力量は減少しているが、二酸化炭素排出量は昨年より
増加した結果となった。

　実施体制においては、昨年度と同様に環境管理責任者を通し、各自の役割、責任及び
権限を全従業員に再度周知し、エコアクション２１の取組が、企業経営者のみならず個々
の従業員にとっても有意義なものとなるよう、進めていきたいと考えます。

2023年 9月 11日

株式会社　エヌエー

代表取締役　　内山　照章

Ⅷ　代表者による全体の評価と見直し・指示

　2022年4月から2023年3月までの取組について、環境経営方針、環境経営目標及び環
境経営計画、実施体制を含めた実施状況等について評価を行なった。

　環境経営方針については問題ないと判断した。

環境経営目標及び環境経営計画については、二酸化炭素排出量が目標未達成であり
昨年と比較して2%UPしている。ガソリン使用量はコロナ前(2019年度)より半減し、
本社電力量は7%減少している。　要因として電力量の減少は環境試験設備の稼動率が
昨年より減少したためと推測する。

　今年度は昨年の実績を基に目標の見直しを行い、前年度比1％削減を
行うことにしました。
中長期の目標についても今年度の目標から新たに設定し、取組を行います。

　但し、取組を進めて行く上では、従業員の意識改革が何よりも重要なことから、社員教
育を含めた社内コミニュケーションの充実を図ることが大切であります。
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